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学
　紛争と開発は、どのように結びついてい
るのでしょうか。その答えは、一見簡単に思えます。武力紛争が起きれば、建物や道路、橋などが破壊されますから、経済開発にとって大きなマイナスになります。また、学校や病院が破壊されれば、教育や医療の機会が奪われます。これは、人間開発が阻害されるということです。紛争のなかで人々が難民や国内避難民に っても、同じことが起こるでしょう。
　紛争が開発に悪影響を与えることはすぐ
わかります。それでは、開発が進めばはなくなるでしょうか。必ずしもそうとは言えません。例えば、開発の果実が一部の人々に独占され なら、人々の不満が高り、紛争が引き起こされるかも知れません開発がどのように成し遂げ れたのか問われるのです。●武力紛争と開発途上地域
　近年、紛争を開発問題として捉える考え
方が強くなっています。その理由は何よりも、現実の武力紛争のほとんど 開発途上地域で起こっているからです。図１は、
一九四六年以降に全世界で勃発した紛争について、件数の推移を地域別に示したものです。 九〇 代前半まで紛争発生件数が一貫して増加していること、そしてアジア、中東、アフリカの紛争が圧倒的な割合を占めることがわかります。武力紛争のほとんどは開発途上地域で起こっているのす。
　これらの紛争の大部分は、国内紛争です。
第二次世界大戦を最後に先進国による国家間戦争はなくなりましたが、開発途上地域にあっても国家間戦争は多くありません。現代の武力紛争は、開発途上地域の国内紛争という性格が強いのです。
　なぜ、開発途上地域で国内紛争が多発す
るのでしょうか。その点については、二つの側面から説明が可能です。
　第一に、開発に失敗したから紛争が起き
るという です。開発が失敗 れば 国民所得は低く、教育や就職 機会にも恵まれません。製造業が発展していないので、鉱産物などの一次産品に依存した経済構造になりがちです
　こうした国では、紛争が起こりやすくな
ると考えられます。人びとは貧しい生活に不満を抱き、失うものがありませんから、反乱軍に参加する選択肢 現実味を帯びます。実際、近年の紛争では、しばしば職のない若者たちが民兵として戦闘に参加しています。また、一次産品（特に鉱産物）は、反乱軍から見ると、略奪して軍事資金 充てることが容易です。レオナルド・ディカプリオ主演の映画『ブラッド・ダイヤモンド』 で描かれた、 ダイヤモンドの密輸によって軍資金を稼ぐ反政府武装勢力の姿は、シエラレオネの現実そのものでし
　第二に、国家の統治に問題があるから紛
争が起きるという側面です。独裁的な支配者が自分の身内だけを優遇し、治安、行政教育など国家が提供すべき公共的なサービスが広く国民に提供されなければ、国民の間に不満が鬱積するでしょう。
　開発途上地域では第二次世界大戦後に独
立した若い国がほとんどですが、そこ は多かれ少なかれ国家統治をめぐ 問題が存在します。政権批判を許さない強権的な統治はごく一般的ですし、少数の特権集団による支配、汚職、 策執行能力の低さ、マ
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イノリティの迫害といった政治問題も、多くの国で観察されました。こうし 問題が、武力紛争 要因となっています
　貧しさと国家統治と
いう二つの問題は、実は重なり合っています。国民所得の低さは、政策執行の手段や能力が限られていることを意味します。また、国家統治に問題があれば自由な企業活動が阻害され、高い経済成長は望めないでしょう。紛争の要因について考えるとき、これら二つの問題の双方を認識する必要があります。
●平和構築と紛争予防
　紛争と開発という問題領域が注目される
ようになった背景として、冷戦終結に伴う国際関係の変化を指摘すべきでしょう。冷戦終結によって超大国間の対立がなくなった結果、武力紛争の解決や紛争後の復興にいかに取り組むのかという新しい課題が、国際社会に突きつけられたのです。
　武力紛争は、もちろん冷戦期も起こって
いました。しかし、米ソ対立によって国際社会が分裂していた冷戦時代には、開発途上地域の紛争に超大国が直接間接に関わることも多く、和平に向けて国際社会が介入することは困難で アメリカが介入したベトナム戦争や ソ連が派兵したアフガニスタン内戦で 、国連安全保障理事会行動しようとして 、常任理事国の拒否権によって議論が進まないの 常で た。冷戦終結によって状況が変わり、国際社会が紛争解決や平和構築のために積極的に関与できるようになったのです。
　関与の方法として、和平交渉の仲介や平
和維持部隊（ＰＫＯ）の派遣は重要です。ただし、こうした政治的、軍事的色彩の強いものだけでなく、開発援助を通じて平和構築に貢献する可能性も考えられます。紛争と開発という問題領域は、ここですぐれて実践的な課題を持つ とになるのです。
　紛争が起こったとき、まず必要とされる
のは人道援助です。住む家を追われ 人びと、難民や国内避難民に対 て、まず 生きる糧を与えねばなりません。国際社会は、速やかに食料や医療のサービスを提供する必要があります。
　ただし、いつまでも緊急人道援助だけで
は不十分です。国民 生活が向上し ければ紛争が繰り返されるでしょうから、開発の促進に向けて支援の性格 徐々に変えていかね なりません。国際社会が平和構築への関与を深めるなか 、紛争後の復興開
発にいかに取り組むのか、緊急人道援助から開発援助へといかにスムーズに移行できるのか、と った課題が浮上しています。
　さらに、二〇〇一年九月一一日の同時多
発テロ事件以降、貧困がテロの温床になるという懸念が強まりました。開発途上地域の貧困削減は、先進諸国の安全保障という観点からも重要な意味を持つようになったのです。
　近年、開発援助機関は、国家の機能が弱
く、政治的に不安定な「脆弱国家」に対する支援を強化しています。これは、紛争を経験した国々における平和構築（紛争再防止）と、紛争に至っ な 国での紛争予防の双方を含む取り組みです。
　平和構築にせよ、紛争予防にせよ、援助
供与国側には長期間の関与が求められます。いずれも特効薬のない 困難な課題です。経済開発だけに眼を向けていては国家統治の悪化から紛争に陥る危険性があります 、国家統治は一国の内政 関わ ため援助を供与する外部者にとってきわめて扱いにくい問題です。被援助 との対話、援助提供国間での協調、ＮＧＯなど幅広い関係者の参加と った工夫をしながら、安定した国造りに向けて地道に取り組むこ が必要とされています。
（たけうち 　しんいち／アジア経済研究所地域研究センター）
??
?
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
?
??
????? ?? ??? ???? ??????
図１　地域別紛争件数推移（1946～2006年）
（出所）ウプサラ大学、ノルウエー国際平和研究所の紛争に関するデータセット（UCDP/PRIOArmedConflict
datasetv.4-2007,1946–2006）から筆者作成。
